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R&D 投資行動に焦点を充てている。実証分析の結果、韓国では近年、公的 R&D 資本ならびに帰属財閥グループの規














第 4 章では、 1997 年のアジア経済危機後の企業行動に焦点をあて、最近の企業財務データを用いて、東アジア企
業の資本構成、具体的には債務株式 (DE) 比率の決定要因を明らかにしようとしている。企業の収益性と DE 比率
は強い負の相関を示し、また企業規模と同比率は正の相関を示す。他方、担保資産と同比率は先進国の場合とは異な
って有意な正の相関を示さなかった。以上のことから、東アジアにおいても、企業の資本市場へのアクセスには同市
場の不完全性を示す調達手段の優先順位 (pecking order) が観察され、しかも、危機後の時期には担保資産はもはや
借入のてこになっていないことがわかった。最後に第 5 章は、研究開発投資における公的部門の役割を韓国と台湾の
比較によって明らかにしようとしている。同投資は、新たな輸出成長のエンジンたるべきハイテク産業の基礎を形成
すると思われ、そこでの公的部門の役割は両経済で対照的であることが示される。
以上、本論文は、めざましい輸出成長を達成してきた東アジア諸国の投資ファイナンスと企業ファイナンスの構造
をミクロデータを用いて実証的に検証し、他地域について行われた先行研究の結果とどのように異なり、どの程度共
通であるのかを明らかにした点で重要な学問的貢献を成し遂げ、政策的合意を示しているものと思われる。ただ、分
析の枠組みが先進国を対象とした従来のものを出ていないことから、やや解釈に隔靴掻痔の感があるのは否めず、こ
の点は今後の課題として取り組んでし、く必要があろう。とはいえ、本論文は筆者が今後、この分野で引き続き重要な
研究成果を産出してゆくであろう事は間違いなく、よって、本論文は博士(国際公共政策)の学位に相応しい水準に
達しているものと判断する。
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